
 - 1 - 

 
～「生活創造社会」実現を支える財政構造改革の 
歩みを進める予算編成～ 

 

１．元金ベースでのプライマリーバランスの赤字幅を縮小 

 
・ 「中期的な財政運営指針」を踏まえ、県債発行の抑制等により平成２０

年度までの元金ベースでのプライマリーバランスの黒字化達成に向けた

改善を着実に進める 

 
（参考）                   ⑯        ⑰     

プライマリーバランス（元利ベース）      16 億円     134 億円    
プライマリーバランス（元金ベース）    ▲ 241 億円   ▲ 118 億円   

 

２．財源不足額の財政改革プランとの乖離を縮小 

 
・ 財源不足額（基金取崩額）については、引き続きその圧縮を図ることと

し、財政改革プランとの乖離幅をできるかぎり縮小する。 
 

（参考）                   ⑯        ⑰      
財政改革プラン想定財源不足額（基金取崩額）  104 億円     32 億円 
財源不足（基金取崩）拡大額         58 億円     57 億円 

当初予算財源不足額（基金取崩額）       162 億円     89 億円 
 

３．「ふるさと再生・新生重点枠経費」の活用による施策の重点化 

 
・ 生活創造社会を実現する上で最も大切な「人財」及び本県の喫緊の課題

である「産業・雇用」など、生活創造推進プランに掲げる５つの戦略分野

における取組みを重点的に推進していくため、「青森県重点推進プロジェ

クト（わくわく 10）」を推進するソフト事業に重点配分する新規分 20 億円

の重点要求枠を設定。 
 

４．「生活創造公共事業重点枠経費」による生活関連基盤の充実 

 
・ 雇用・地域経済への配慮の観点から、投資的経費の削減による影響を最

小限にとどめるとともに、県民生活に密着した公共事業費等に配分する事

業費ベース２００億円程度の生活創造公共事業重点枠経費を設定 
 

平成 1８年度当初予算の編成についてのポイント 



 - 2 - 

５ ．財政改革プランを徹底・加速した見積限度額の設定 

 
・  部局政策経費（県単公共事業費を除く）については、財政改革プランで

想定した平成 18 年度一般財源に対して、経費別に各部局共通の更なる見直

し率（原則、一般政策▲12％、経常経費▲５％）を設定し、当該経費の特

性に配慮しながら財政改革プランを徹底・加速 

部局政策経費（県単公共事業費を除く）の部局別
更なる見直状況（対1８年度財革プラン比）
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％

財政改革プランで想定している平成１８年度の水準

財政改革プランの徹底・加速

 
※ 部局政策経費（県単公共事業費を除く）の対 17 年度当初予算比は合計で▲7.3％ 

 
 

６．普通建設事業費の単独事業から補助事業へのシフト 

 
・  行政改革大綱を踏まえ、普通建設事業費については、単独事業を抑制し、

補助事業へシフトすることにより、県費負担を軽減したうえで、財政改革

プランの水準を維持 

 

・  このため一般公共事業費については、「生活創造公共事業重点枠経費」と

合わせて平成１７年度当初予算と同額にセット 
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【参考】一般財源ベースの総括表 
 （単位：億円） 

経 費 区 分 

１ ８ 年 度

見積限度額

設 定 時

１ ７ 年 度

当 初 予 算
増減額 増減率 

１ 義務的経費等 4,141 3,967 174 4.4%
①－1 人件費 1,812 1,746 66 3.8%
①－2 扶助費 63 62 1 0.6%
①－3 社会保障関係費 462 418 44 10.5%
①－4 公債費 1,181 1,132 49 4.3%
②税収連動交付金 313 306 7 2.5%

 

③その他義務的な経費 310 303 7 2.2%
２ 公共事業費 117 136 ▲19

①一般公共事業費  46 65 ▲19 重点との計⑰同額

②国直轄事業費負担金 70 70  0 0.0%

 

③災害公共事業費 1 1  0 0.0%
３ 大規模プロジェクト事業費（注１） 23 47 ▲24 ▲51.0%

新幹線建設費負担金 18 17 1 5.3%
県境不法投棄対策 4 4 0 ▲7.6%

 

大規模施設等（注２） 1 26 ▲25 ▲92.8%
４ 部局政策経費 281 305 ▲24 ▲7.2%

①県単公共事業費 43 49 ▲6 ▲11.8%
②施設整備費 14 19 ▲5 ▲27.0%
③一般政策経費 97 109 ▲12 ▲10.7%
④貸付金（年度内回収分） ▲0 ▲0 0 0.0%

 

⑤経常経費 127 128 ▲1 ▲1.4%
５ ふるさと再生・新生重点枠経費（うち新規分 20 億円） 30 19 11 57.3%
６ 生活創造公共事業重点枠経費 22 3 19
７ メリットシステム経費 0 0 0

合        計 4,614 4,477 137 3.0%
（注１）「大規模プロジェクト事業費」の計数は、当該年度の一般財源負担額であり、県債発

行額やその償還分は含まれていない。 
（注２）                           （単位：億円） 
     施  設  名 １８年度 １７年度 増減額 備 考 
県立美術館 1 15 ▲14 ⑱備品等 
動物愛護センター 0 2 ▲2 〃 
農林総合研究センター 0 8 ▲8 〃 
総合運動公園芸術ゾーン・遺跡ゾーン               0 1 ▲1 17年度終了

新総合運動公園 0 0 0 ⑱埋文調査等 
しもきた克雪ドーム 0 0 0 17年度終了

青森空港滑走路延長 0 0 0 17年度終了

    計 1 26 ▲25
 


